
第2次鶴岡市男女共同参画計画

令和3年3月 鶴岡市

概要版

SDGs未来都市 鶴岡

鶴岡市は、持続可能な開発(SDGs)を支援しています



基本方針Ⅰ 男女共同参画意識の定着
基本方針Ⅱ 一人ひとりが希望する働き方の実現
基本方針Ⅲ 誰もが活躍できる地域社会づくり
基本方針Ⅳ 不安なく家庭生活を営むための環境の整備

計画策定の趣旨、目標

1 計画策定の趣旨

本市における男女共同参画のさらなる推進を目的に、各政策分野において重点的に取り組
むべき施策や事業について、総合的・計画的に進めるため策定

2 計画の目標

第2次鶴岡市総合計画で定める『男女共同参画と互いに尊重し合う社会づくりの推進』を
共通の目標とし、4つの基本方針を計画の柱として今後推進する施策を取りまとめ

2
3 計画期間 令和3年度～7年度（5年間）

男女共同参画と互いに尊重し合う社会づくりの推進
目

標



計画の位置付け

• 男女共同参画社会基本法
• 第5次男女共同参画基本計画（国）
• 山形県男女共同参画計画 等

上位計画である総合計画の内容に準
じて本計画を定め、施策を推進。

1 法令・他計画との整合

2 総合計画との関係性

１ 暮らしと防災 ２ 福祉と医療 ３ 学びと交流 ４ 農・林・水産業
５ 商工と観光 ６ 社会の基盤 ７ 地域の振興

輝く女性活躍推進プロジェクト

特定事業主
行動計画

子ども・子育て
支援事業計画

男女共同参画
計画

みんなが働きやすい環境づくり
子育てにやさしいまちづくり キラリ輝く女性応援

共通
テーマ

未
来
創
造
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 若者・子育て世代応援P 地域包括ケア推進P 食文化・食産業創造P

産業強化イノベーションP 城下町つるおかリブランディングP 地域国際化SDGs推進P

さらに、未来創造のプロジェクト
「輝く女性活躍推進プロジェクト」
に属する3計画の一つとして、
• 特定事業主行動計画
• 子ども・子育て支援事業計画

とともに、共通テーマのもと連携し
てプロジェクトの推進を図る。
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3計画
連携し
推進

• 持続可能な開発目標（SDGs）
計画全体 ゴール「5 ジェンダー平等を実現しよう」
個別取組 計画内の各取組が8つのゴールに関連



計画の基本方針

基本方針Ⅲ 誰もが活躍できる地域社会づくり

基本方針Ⅰ 男女共同参画意識の定着

基本方針Ⅳ 不安なく家庭生活を営むための環境の整備

基本方針Ⅱ 一人ひとりが希望する働き方の実現

家庭・職場・学校等のあらゆる場所で、一人ひとりが性別によらず役割を担い、個性や能
力が発揮できるよう、男女共同参画への理解の定着を図るための啓発や教育を進めます。

働きたい人の希望を叶え、本市で働くことの魅力を一層高めるための仕事づくりを推進す
るとともに、仕事と生活の調和が図られた働きやすい職場環境の実現に取り組みます。

地域コミュニティの活動や政策・方針の決定に関わる場面において、多様な人材が参画で
きる機会を確保し、より広く市民の意見が反映できる地域づくりを進めます。

出産・子育てへの確かな支援をはじめ、生涯を通じた健康づくりに取り組み、心身ともに
安心して生活を送れる環境を整備します。
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意識

働き方

地域

安心



• 一体的周知を図る拠点的機能の構築
• 小中学校混合名簿化、中学校制服検討
• 子育ての悩みの解消を図る講座
• 性的少数者等への適切な対応のための
研修 など

基本方針Ⅰ 男女共同参画意識の定着

1. 男女共同参画を促す継続的な情報発信と学びの機会の提供

①施策を推進する体制や、情報発信の拠点的機能を構築します

②全世代に向け、幅広く学習機会の提供に取り組みます

2. 能力や個性を生かすための教育の推進

①児童・生徒一人ひとりの能力や個性を生かした学校教育を推進します

②学びや交流の機会を提供し、家庭での支え合いを支援します

3. 一人ひとりの違いを認め、参加を促す社会の実現

①多文化共生の推進とともに、性的指向・性自認の多様性に関する
情報発信に取り組みます

主な具体的取組課題・ニーズ 目 標

• 「男女共同参画」の理解浸透と定着
• 子どもの能力・個性を生かした学校
教育への期待

• 性別役割分担が残る家庭生活の実態
• 性的少数者等に関する知識の不足
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現状値 目標値

1. 男女の地位を「平等」
と認識する人の割合 31.3% 50%

2. 家庭教育支援講座実施
施設割合 46.6% 63%

庄内ちぇりあ

山形県男女共同参画センター・チェリア塾の研修修了生が
結成したグループで、学びを生かした講座の開催等を通じ、
男女共同参画に係る啓発活動を行っています。

意識

意識
慣習

重点
意識
慣習

教育

多様性

地域に暮らす人たちが男女共同
参画への理解を深め、誰もが自分
らしく生きやすい社会を実現する
ためのヒントとしてもらうことを
目指し、女性のためのセルフケア
事業や、ジェンダーについて幅広
く学ぶ講座などを開催しています。

詳しくは本編24ページへ



• モデル事業所としての市役所のワーク・ライ
フ・バランス(仕事と生活の調和)向上の取組

• 正社員転換を促進する奨励金の支給
• 農林水産業分野での女性による取組支援
• 先端研等、本市の特長を生かした産業創出と
地元回帰施策の推進 など

基本方針Ⅱ 一人ひとりが希望する働き方の実現

1. 仕事と生活の調和をもたらす柔軟な働き方の推進 ＜女性活躍推進法＞

①ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、事業主・労働者に向けた
情報提供を行います

②市役所における意識改革や働き方改革を推進します

2. 雇用機会の充実と待遇格差の縮減 ＜女性活躍推進法＞

①情報提供や相談対応の充実を図り、求職者の希望に沿った就職を支援します

②様々な産業で、意欲的に事業に挑戦する人を応援します

3. 将来を担う人材を惹きつけるしごとの創出

①高等教育研究機関や高い技術力・開発力をもつ企業の集積を生かし、
付加価値の高い地域産業や魅力あるしごとづくりを促進します

②しごとの魅力を効果的に発信し、若者の地元定着・地元回帰を促します

主な具体的取組課題・ニーズ 目 標

• 男性の育児休業等への理解は一定程度あ
るものの、取得には至りにくい実情

• 女性の就業率が高まる中、多様な労働形
態での待遇等の安定が必要

• 社会移動で転出超過が続いており、若年
層、特に女性の転出割合が高い
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現状値 目標値

1. 15～64歳女性の就業
率 73.1% 75.5%

2. 市役所男性職員の育児
休業取得率 0% 50%

重点

鶴岡ナリワイプロジェクト

好きなことや得意なことを
生かして地域の困りごとを解
決する「小さな起業」を後押
しする取組として、平成26年
から活動しています。

働き方

労働
環境

働く場

若者
定着

開催する起業講座では、参加者の思いや経験の交換・共
有を重視して進めており、本人の気づきを促しながら「ナ
リワイ」の担い手を育てています。修了生68人のうち54
人が起業しており、バイリンガル育児講座や柿の葉茶の製
造、野の草花のアレンジメントなど、多岐にわたるナリワ
イが生まれています。 詳しくは本編33ページへ



• 官民の女性リーダーの育成に資する
場づくり

• 自治組織に対する交付金等の運営支
援及び研修等の人材育成支援

• 自主防災に係る講習会、アドバイ
ザー登録への女性参画促進 など

基本方針Ⅲ 誰もが活躍できる地域社会づくり

①コミュニティ組織の運営や、地域活動の担い手・リーダーの育成
を支援します

②地域における女性の参画をより一層促し、その活動を支援します

①市の審議会等において、構成員の男女比率に配慮するなど
適切な運営を行います

1. 女性の政策・方針の決定過程への参画の促進

2. 地域活動への多面的な支援

主な具体的取組課題・ニーズ 目 標

• 少子高齢化等による地域コミュニ
ティの活力低下懸念

• 地域活動の維持・活性化のための多
様な人材参画の必要性

• 審議会等委員の構成比率や女性リー
ダー人材登用の課題による、政治・
行政施策への女性の意見反映の不足
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現状値 目標値

1. 市の審議会等委員
の女性比率 23.8% 30%

2. 地域防災アドバイ
ザー女性登録者数 6人 8人

重点

鶴岡市地域防災アドバイザー

市は「鶴岡市地域防災アドバイザー」
の登録制度により、自主防災組織による
活動を支援しています。アドバイザーは、
防災士養成研修や鶴岡市の講習会修了者
等に登録いただき、各地域の防災研修や
防災訓練への派遣などを通じて、地域の
防災力向上のため活動しています。

地域

意見の
反映

地域
コミュ
二ティ

現在、男性16名、女性6名の合計22名が登録されており、女
性アドバイザーも自治組織の活動に派遣され活躍しています。

詳しくは本編37ページへ



基本方針Ⅳ 不安なく家庭生活を営むための環境の整備

• 学童保育未開設地域での居場所づくり支援
• 通いの場づくりや担い手養成による高齢者
の地域生活を支え合う仕組みづくりの推進

• 幅広い手段・機会でのDV(※)相談窓口の周知

1. 子育てする人、出産を希望する人への支援の充実

①子育て支援や保育環境のさらなる充実を図ります

②結婚・出産を望んでいる人を応援します

③ひとり親家庭の生活の安定に向け、子育てや就労などの問題解決を支援します

2. 心身ともに健康な生活の確保

①妊娠・出産への健康支援をはじめ、疾病予防対策や健康づくりに取り組みます

②性に関する正しい知識の普及啓発と教育に取り組みます

3. 高齢者や障害者が安心して暮らせる地域づくり

①高齢者が介護予防に取り組む機会や、生活を支える体制の充実を図ります

②障害者の生活を支える環境整備と、社会参加の促進に取り組みます

4. DVの防止と適切な被害者支援の実施 ＜DV防止法＞

①暴力への認識を深め、予防や適切な行動を促す教育・啓発活動に取り組みます

②DVなどの被害を受けている人を支援する体制を強化します

主な具体的取組課題・ニーズ 目 標

• 育児・保育・介護サービス充実への期待
• 人口減少の進行を背景とした女性・高齢
者の社会参画の必要性の一層の高まり

• DV(※)被害にあった際に相談されていな
いケースの存在
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など

現状値 目標値

1. 子育て支援の満足度が
高いとする人の割合 27.6% 42%

2. DV(※)を受けた際に相
談した人の割合 61.5% 80%

重点

特定非営利活動法人

明日のたね

子どものための体験・
学びの事業の実施や居場
所づくり、情報発信など
に幅広く取り組んでおり、
困難を抱える人に寄り
添って地域の子育てや多
世代の交流を支える重要
な存在となっています。

※DV（ドメスティック・バイオレンス）
配偶者等の親密な関係にある者・あった者の間で行われ
る身体的・精神的などの苦痛を与える暴力的行為のこと

安心

子育て

健康

介護

DV

庄内地域の子育て支援団体の連携による活動を経
て設立されたNPOで、子育てに関わる人の不安を解
消するための交流・相談の場の提供や、体験型学習
事業の実施などを通じ、安心して子育てができる暮
らしやすい地域社会づくりを目的に活動しています。

詳しくは本編40ページへ



不安なく家庭生活を営むための
環境の整備

数値
目標

誰もが活躍できる地域社会づくり

一人ひとりが希望する働き方の実現

男女共同参画意識の定着

数値
目標

計画の体系

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

基本方針 施策の方向 主な施策
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男女の地位を「平等」とする人の割合 31.3% →

家庭教育支援講座実施施設割合 46.6% →

50%

63%

15～64歳女性の就業率 73.1% →

市役所男性職員の育児休業取得率 0% →

75.5%

50%

市の審議会等委員の女性比率 23.8% →

地域防災アドバイザー女性登録者数 6人 →

30%

8人

子育て支援の満足度が高い人の割合 27.6% →

DVを受けた際に相談した人の割合 61.5% →

42%

80%

男女共同参画を促す継続的な情報発信
と学びの機会の提供 【 重点 】

①施策を推進する体制や、情報発信の拠点的機能を構築します
②全世代に向け、幅広く学習機会の提供に取り組みます

能力や個性を生かすための教育の推進
①児童・生徒一人ひとりの能力や個性を生かした学校教育を推進します
②学びや交流の機会を提供し、家庭での支え合いを支援します

一人ひとりの違いを認め、参加を促す
社会の実現

①多文化共生の推進とともに、性的指向・性自認の多様性に関する情報発信に取り組
みます

仕事と生活の調和をもたらす柔軟な働
き方の推進 【 重点 】

①ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、事業主・労働者に向けた情報提供を行い
ます

②市役所における意識改革や働き方改革を推進します

雇用機会の充実と待遇格差の縮減
①情報提供や相談対応の充実を図り、求職者の希望に沿った就職を支援します
②様々な産業で、意欲的に事業に挑戦する人を応援します

将来を担う人材を惹きつけるしごとの
創出

①高等教育研究機関や高い技術力・開発力をもつ企業の集積を生かし、付加価値の高
い地域産業や魅力あるしごとづくりを促進します

②しごとの魅力を効果的に発信し、若者の地元定着・地元回帰を促します

女性の政策・方針の決定過程への参画
の促進 【 重点 】

①市の審議会等において、構成員の男女比率に配慮するなど適切な運営を行います

地域活動への多面的な支援
①コミュニティ組織の運営や、地域活動の担い手・リーダーの育成を支援します
②地域における女性の参画をより一層促し、その活動を支援します

子育てする人、出産を希望する人への
支援の充実 【 重点 】

①子育て支援サービスや保育環境のさらなる充実を図ります
②結婚・出産を望んでいる人を応援します
③ひとり親家庭の生活の安定に向け、子育てや就労などの問題解決を支援します

心身ともに健康な生活の確保
①妊娠・出産への健康支援をはじめ、疾病予防対策や健康づくりに取り組みます
②性に関する正しい知識の普及啓発と教育に取り組みます

高齢者や障害者が安心して暮らせる地
域づくり

①高齢者が介護予防に取り組む機会や、生活を支える体制の充実を図ります
②障害者の生活を支える環境整備と、社会参加の促進に取り組みます

DVの防止と適切な被害者支援の実施
①暴力への認識を深め、予防や適切な行動を促す教育・啓発活動に取り組みます
②DVなどの被害を受けている人を支援する体制を強化します

数値
目標

数値
目標



市町村計画としての位置付け

施策の方向1「子育てする人、出産を希望する人への支援の充実」
施策の方向2「心身ともに健康な生活の確保」
施策の方向3「高齢者や障害者が安心して暮らせる地域づくり」

施策の方向4「DVの防止と適切な被害者支援の実施」

基本方針Ⅲ 誰もが活躍できる地域社会づくり

女性活躍推進法に基づく推進計画

関係法令に基づく市町村計画としての位置付け

施策の方向1「仕事と生活の調和をもたらす柔軟な働き方の推進」
施策の方向2「雇用機会の充実と待遇格差の縮減」

施策の方向3「将来を担う人材を惹きつけるしごとの創出」

施策の方向1「男女共同参画を促す継続的な情報発信と学びの機会の提供」
施策の方向2「能力や個性を生かすための教育の推進」
施策の方向3「一人ひとりの違いを認め、参加を促す社会の実現」

基本方針Ⅰ 男女共同参画意識の定着

基本方針Ⅳ 不安なく家庭生活を営むための環境の整備

基本方針Ⅱ 一人ひとりが希望する働き方の実現

施策の方向1「地域活動への多面的な支援」
施策の方向2「女性の政策・方針の決定過程への参画の促進」

女性活躍推進法及びDV防止法に基づく市町村計画として策定。

（計画の体系 概略）

DV防止法に基づく基本計画 10

（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律）

（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律）



本市の男女共同参画の状況 (1/4)

1,528 1,412 1,313 1,073 1,008 901 868 764 757 

1.54 

1.42 

1.36 
1.26 1.39 

1.45 1.44 1.43 1.42 

1.83 

1.71 1.72 

1.47 

1.62 
1.59 

1.51 1.50 1.49 

H2 H7 H12 H17 H22 H27 H28 H29 H30

出生数 全 国 山形県 鶴岡市

①年齢３区分別人口の推移と将来推計

1 人口動向 ②合計特殊出生率及び出生数の推移

③女性の年齢階級別労働力率

① 昭和55年以降、生産年齢人口（15-64歳）の減少が
続き、将来も減少と推計

② 合計特殊出生率は国・県平均を上回る1.49。出生数
は年々減少し直近で757人となり、平成2年と比較
して約半数

③ 25-39歳の女性の労働力率は80%台半ばと県平均と
同水準で、全国平均より10ポイント以上高い

※「国勢調査」及び「社人研推計値」より

※出生数：「山形県の人口と世帯数」より
合計特殊出生率：「山形県保健福祉統計年報（人口動態統計編）」より

※「2015年（平成27年）国勢調査」より 11
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13,666 10,632 8,297 

108,351 102,003 

72,777 
65,335 
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62.3%

72.1%
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70.3% 72.6% 72.3%
66.7%

50.4%

16.1%

11.9%

73.1%

86.5% 83.0% 84.1% 85.9% 86.7% 84.3%
77.3%

56.5%

16.3%10.5%

75.8%
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58.6%

16.4%
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全国 山形県 鶴岡市



鶴岡市内

15.6%

庄内

6.1%

県内

1.8%

隣県

2.7%

首都圏

6.9%

その他

1.4%

鶴岡市内

1.4%

庄内

3.2%

県内

7.7%

隣県

22.2%

首都圏

20.8%

その他

10.2%

進学
65.5%

就職
34.5%

県外
31.9%

県内
18.8%

県外
81.2%

県内
68.1%

本市の男女共同参画の状況 (2/4)

①男女別転入・転出総数

2 社会増減、若年層の転出動向

②-1 男子の進路状況

① 昭和55年以降、一貫して転出超過。平成22年以
降、女性の転出数の方が高い

② 高校卒業者の進路は就職約35%、進学約65%。女
子の進学割合が約75%と高い。進学の県外比率が
より高く、全体として6割超が県外に転出

380

179

184

128
106

311
297

125

241

149
113

202

281

107

369

246
222

448

325
292 301 310

254 268

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

転出-転入（男） 転出-転入（女） ②-2 女子の進路状況

※総務省「住民基本台帳人口移動報告」より
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鶴岡市内

12.5%
庄内
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その他
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鶴岡市内

2.3%
庄内
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県内
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27.5%
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その他

11.7%

進学
75.5%

就職
24.5%

県外
29.3%

県内
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県外
81.0%

鶴岡市内

18.7%

庄内

8.7%

県内

2.5%

隣県

3.1%

首都圏

9.7%

その他

2.2%
鶴岡市内

0.4%

庄内

4.4%

県内

5.3%

隣県

16.6%

首都圏

19.6%

その他

8.7%

進学
55.1%

就職
44.9%

県外
33.4%

県内
18.4%

県外
81.6%

県内
66.6%

県内
70.7%

②高等学校卒業者の進路（令和2年3月卒業者）

※鶴岡市商工課「令和2年3月高等学校卒業者進路状況調査」より



本市の男女共同参画の状況 (3/4)

①各分野で男女の地位が平等になっていると思うか

3 男女共同参画に関する意識(1/2)

① 男女が「平等」と考える分野は、学校教育が高く6
割超、一方で政治や社会通念・慣習が低く1割台

② 男性による育児休業等の取得には約65%が肯定的

③ 女性の就労に対する支援では、保育・介護に対する
サービス・制度が最も多く、雇用安定・労働条件整
備や賃金上昇が続いた

69.1 

64.4 

55.4 

53.3

43.3 

39.7

34.2

32.2 

26.6 

25.3 

21.8 

21.5

2.0 

0 20 40 60 80

①保育・介護のための施設やサービス

②男女ともに取得しやすい育児・介護休業制度の啓発・促進

③パートタイム・派遣労働などの雇用の安定や労働条件の整備

⑫賃金の引き上げ

④労働条件における男女平等の推進

⑤女性の職種・職域の拡大

⑥募集・採用の男女平等の確立

⑦就業のための技能習得への支援や就職情報の充実

⑩労働問題や苦情処理窓口の充実

⑧再就職講座やセミナーなどの充実

⑨女性就労についての啓発や広報

⑪女性の起業支援

⑬その他

単位：％ (N＝646)

③女性の就労に対して必要と考える支援

※全て鶴岡市政策企画課「令和元年度 鶴岡市男女共同参画に関する市民意識調査」より 13

①とった方がよい

30.9%

②どちらかといえば

とった方がよい

34.8%

③どちらかといえばとらな

い方がよい

5.2%

④とらない方がよい

1.8%

⑤わからない

10.2%

無回答

17.1%

(N＝646)

②男性による育児休業や介護休業・休暇取得について

12.7%

1.5%

2.5%

41.6%
27.8%

11.9%

1.9%

社会通念、慣習、

しきたりなど

14.4%

0.3%

1.2%

36.1%34.1%

11.4%

2.6%

政治

平等

64.3%

女性が優遇されている

1.1%

どちらかといえ

ば女性が優遇さ

れている

2.6%

どちらかとい

えば男性が優

遇されている

7.8%

男性が優遇

されている

2.4%

わからない

18.1%
無回答

3.7%

学校教育



2.5%

31.8%

25.5%
9.5%

20.9%

9.8%

県や市町村の施策

本市の男女共同参画の状況 (4/4)

3 男女共同参画に関する意識(2/2)

④ 女性の意見の反映は、PTA、保護者会の場面が高
く、一方で政治や行政施策が相対的に低い

⑤ DVの経験は精神的暴力が最も多く約17.5%。相談
した相手は家族、親戚が最も多いが、ほぼ同率 (3
分の1超)で「相談しなかった」が次点

⑥ 市に求める取組は、育児・保育・介護サービスの
充実をはじめ育児・介護に関する項目が上位

64.1 

62.5 

59.4 

52.1 

39.3 

38.9 

37.4 

36.9 

36.3 

29.4 

29.1 

3.5 

0 20 40 60 80

⑨育児・保育・介護サービスの充実

⑩子どもを産み育てやすい環境づくり（助成制度、産科医の充実等）…

⑦子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再就職の支援

⑤子どものときから、学校で平等意識を育てる教育の充実

⑥就労機会や労働条件の男女格差を解消するための働きかけ

③行政の政策決定などへの女性の参画、登用の促進

④男女双方に対しての意識啓発、学習機会の充実

②あらゆる分野への女性の積極的な参加の促進

①女性や男性の生き方や悩みに関する情報提供の充実

⑧鶴岡市が男女共同参画のモデル事業所として行動

⑪配偶者等からの暴力被害者への支援、セクハラ防止対策の働きかけ

⑫その他

単位：％ (N＝646)④次の分野で女性の意見や考え方が反映されていると思うか

※全て鶴岡市政策企画課「令和元年度 鶴岡市男女共同参画に関する市民意識調査」より 14
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2.5 
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2.3 

1.4 

1.2 

1.8 

0.1 

0 5 10 15 20

①殴ったり、蹴ったり、物を投げつけたり、

突飛ばしたりするなどの身体的暴力

②人格を否定するような暴言、脅迫、何を

言っても無視するなどの精神的暴力

③生活費を渡さない、借金を強いるなどの経

済的暴力

④見たくないのに、アダルトビデオ等を見せ

られたり、嫌がっているのに性的行為を強…

⑤友人や親、兄弟姉妹に会わせない、外出さ

せない、手紙やメールを勝手に見るなどの…

⑥子どもの前で暴力をふるう、子どもに悪口

を吹き込む、子どもを取り上げると脅すな…

⑦その他

１、2回された 何回もされた 単位：％ (N＝646)

34.7 

34.6 

19.4 

5.3 

2.0 

1.9 

0 10 20 30 40

①家族、親戚

⑤だれ（どこ）にも相談しなかった

②友人、知人

③行政等の相談機関

⑥その他

④警察署

単位：％ (N＝180)⑤-2 DVをされた際に相談した相手

⑤-1 暴力等をパートナーからされた経験 ※抜粋

⑥市としてどのような取組を進めるとよいか

2.9%

27.1%

29.4%

14.8%

17.3%

8.6%

政治

ア 十分反映さ

れている

15.5%

イ ある程度反

映されている

44.7%

ウ あまり反映

されていない

6.2%

エ ほとんど反映

されていない

1.4%

オ どちらとも

いえない

17.0%

無回答

15.1%

PTA、保護者会


